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第1回　東京医科大学・東京薬科大学ジョイントミーティング
ジョイントミーティグ開催に先立って
東京医科大学学長　伊東 洋
　第一回の東京薬科大学一東京医科大学Joint－Meetingを開催するに当たり一言ご挨拶申し上げます。
　過去数年間、我が国では大学院研究科を含め大学の研究機関では世界に発信する様な独創的研究が要求されて
きました。その典型がCOEでありますが日本の大学が世界に誇る大学研究機関として、世に問うべきものであり
ます。その根底には現代が地球レベルで物事を考え、環境においても、市場経済においても対処しなければ成ら
ない広がりを見せているためであります。この様な時こそ何よりもまず、個人の自立が要求される時なのです。そ
れは同時に自己責任が要求されます。大学院生も研究者も自ら考え、自らの意志決定を行う事が要求されるで
しょう。
　現代におけるIT世界は膨大な知識を提供しますが、逆には深く思考することから後退する事があるかもしれ
ません。従って将来を見定め個々がもつ専門能力を意図的に蓄積する必要があります。
　我々は研究意図を明らかとし、相互の分野における専門的知識を蓄積し、高い目標に向って研究交流を進める
事を願うものであります。
最後になりましたが開催するに当たり、東京薬科大学森学長をはじめとし、同大学の教職員の皆様の御協力を感
謝致します。
ジョイントミーティングに参加して
東京薬科大学　学長　歯 面
　医薬品は化学物質としてのハード面と適正に使用するための情報というソフト面の両面を備えて初めて治療
薬として医療に貢献できる。従来から基礎研究を中心としていた薬科大学は、医療の現場と疎遠になっているこ
とが多かった。これからは学生の実務実習などを通じて、大学は医療現場から学びながら薬の有効性および安全
性に関する事項や適正使用のための情報、さらに自らの研究成果から発信できる情報を提供するという相互関係
を持つことが必要であろう。薬科大学が臨床の場で提起された問題点を解決できる態勢をもっと強化していけば
医学部からも頼りにされる薬学部となり、ひいては医療薬学教育の円滑な運営に結びつく筈である。一方、創薬
から医療現場におけるクスリの適正使用という流れが医薬品を軸に有機的につながるためにも創薬研究者と医
療現場にいる医師との双方向の関係がもっと密にならねぼならない。医療現場でのニーズが創薬研究のシーズに
なることが多いからである。
　伊東洋学長と私が両大学の共同研究について話し合ってからすでに2年位たったかと思われる。幹事役の先生
方のご努力で共同研究の可能性についてアンケート調査が行われ、昨年ll月末に両大学のジョイントミーティ
ングが開かれた。はじめての試みとしては大成功で活発な討論があった。私共の教室も長い間臨床の先生方との
共同研究を行ってきた経験から、今後の運営の参考になればと考えこの機会に感想を述べさせて戴きたい。
　すでに実施されている免疫アレルギー研究会や西東京内分泌代謝研究会とこのジョイントミーティングは若
干性格が異なり、しばらくの間は単なるデータの発表だけではなく両学部の研究者がそれぞれの立場から研究の
現状を解説しつつ、どの部分で協力を得たいかを発表し合うことが望ましい。勿論すでに共同研究が行われてい
るグループは得られたデータを示して今後の展望を述べる機会とすることは云うまでもない。私の経験からでも
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得られた結果を臨床の先生方と徹底的に論議することにより、そのデータの解釈が自ら考えていたことと異な
り、より臨床的にも有意義な方向へ展開することが多かったように思われるからである。
　今後益々両大学の共同研究がより強固なものとなり、外部からの研究資金を導入できるような態勢に持ってい
きたいと考えている。
これまでの経緯
東京薬科大学岡　希太郎
　東医大／東薬大の共同研究の経緯を見てみると、萌芽は東薬大にあった。そもそも東薬大に医療薬学専攻大学
院が設置（1981年）されても、医療機関を持たない薬系大学が薬物治療の研究推進などできる筈がなかった。修
士学位を書かねばならぬ院生と彼／彼女達を指導する薬学教員が、活路を見出すために叩いた門が東医大八王子
医療センターということだった。たった20年を遡るだけなのだが、いま思い起こすとき、惜しみなく門戸を開い
た東医大には先を見る確かな目があった。
　とはいえ研究規模ははなはだ小さく、東下大の1教室と医療センターの1診療部の範囲を超えなかった。それ
でも数年後に東薬大々から申請した科研費が今でいう基盤研究Bの配分にあやかることができた。そのとき既に
学際横断的な複合分野の魅力を審査員達が感じていたのではないだろうか。時代とはそんなものであるらしい。
　薬学院生の増加で共同研究の規模を拡大するため、東医大病院の1内科の門が開いたのは1987年だった。診療
講座が変われば研究内容も変わる。それを薬学の1教室が支えてゆくのはなかなかであったが、薬剤部の応援も
あって発展的に進展した。間もなく救いの手は思わぬところがらやってきた。橋本龍太郎内閣のもとで科学技術
基本法（1992年）が通過した。このときの基礎研究予算規模は後の大型化を予感させるものがあった。東薬大／
医療センターのプロジェクトチーム里馬腎不全におけるステロイド耐性の克服）に2年間の大学院重点研究科
共同特別経費が配分された。
　同じ年（1992年）、東医大／東薬大の永井／永井両理事長の先見的合意により両校は姉妹校となった。契約内容
は共同研究の推進である。上記2年間のプロジェクトは3年目に改組され、新たに東薬大10教室と東医大3講…座
が「免疫抑制剤の適正使用と新しい薬剤の創製」を組織し、申請額年間1億円のプロジェクトとなって3年継続
された。ここに至って学内関係者も科学技術基本法の精神を理解し、ハイテクリサーチセンター構想（塗薬大
1997年、東医大1998年）へと発展したのは間もなくのことであった。東薬大では2002年から2期目に入ってい
る。
　昨今、複合学術分野にわたる魅力ある研究プロジェクト構想は、研究費申請に欠かせなくなった。研究目的が
明確で実現性が予見できるプロジェクトが好まれるようである。しかも従来の省庁縦割りでなく、内閣主導型で
各省庁に跨って一貫している。日頃の研鐙と成果なくしては確率の高い予算申請はできない。今回の伊東／森下
学長の発案による第1回ジョイントミーティングが発展的に継続・拡大され、やがて世の為人の為になる医薬共
同研究プロジェクトとなって花開くことを期待する。
（2）
